
1億円以上
2.6％

1億円未満
2.7％

5,000万円未満
22.3％

1,000万円未満
72.2％

個人
59.1%

建設業
10.3％

不動産業
7.2％

サービス業
9.5％

製造業
6.3％

卸・小売業
6.1％

その他
1.2％

不動産業
39.3%

個人
22.3%サービス業

9.2％

建設業
8.8％

製造業
7.9％

卸・小売業
6.4％

その他
5.8％

不動産
賃貸業
26.8%
不動産
売買業
12.3%
その他
0.2%

◆預り資産残高 （単位：百万円）

710,273

（単位：百万円）

平成24年度

724,520

平成25年度 平成26年度

平成24年度 平成26年度
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◆年金振込件数（2月振込実績）（単位：件）

平成24年度 平成26年度平成25年度 平成25年度

61,419 43,080

733,912

51,339
57,833 41,572 42,377

平成26年度業績のご報告

　預り資産残高は、一時払終身保険、個人向け国債を中心に前年度比3,585百万円
増加し、61,419百万円となりました。
　また社会保険労務士による無料の年金相談会の開催等により、新たに年金のお振込
先としてご指定いただいた結果、年金振込件数は前年度比703件増加の43,080件と
順調に増加しました。

　預金積金残高は、個人および事業者の方のお取
引先数の増加等により取引基盤の充実に努めた
結果、多くのお客さまよりご信頼をいただき前年
度比9,392百万円増加の733,912百万円となりま
した。
　今後もより多くのお客さまに安心してお取り
引きいただけるよう努めます。

おかげさまで預り資産残高、年金振込件数も増加中です

預金積金は、信頼とともに順調に増加しています

※グラフの数値は、単位未満を切り捨てて表示しているため、合計、差額等と一致しない場合があります。

◆貸出金の業種別内訳
　（平成26年度）

◆貸出先数の業種別内訳
　（平成26年度）

◆貸出金の金額別先数内訳
　（平成26年度）

平成24年度 平成25年度 平成26年度

（単位：百万円）◆貸出金残高

377,843

　貸出金残高は、あおしんの独自商品である
「地域活性化ローン」を中心に、地域のみなさま
の資金繰り改善支援に全職員が積極的に取り
組んだ結果、前年度比10,630百万円増加の
377,843百万円となりました。また、特定の業種
に偏ることがないよう努めています。

貸出金は、地域の活性化のためにお役立ていただいています
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10.16％ 10.15％

◆自己資本比率と自己資本額

平成24年度 平成26年度平成25年度

（単位：百万円）

35,317

10.17%

31,059 33,274

2,653

◆業務純益とコア業務純益 （単位：百万円）

平成24年度 平成26年度

2,732

平成25年度

2,378
2,484

◆経常利益と当期純利益 （単位：百万円）

2,484 2,325 2,112
2,438

2,354

1,331

2,098
2,168

平成24年度 平成26年度平成25年度

業務純益 コア業務純益 経常利益 当期純利益

自己資本比率 自己資本額

35,317

35,333

2,383

30,416

2,534

15

347,264

10.17％

自己資本額（A）

コア資本に係る基礎項目

うち出資金

うち内部留保

うちその他

コア資本に係る調整項目

リスク・アセット等（B）

自己資本比率（A）÷（B）
（注）内部留保＝利益準備金＋特別積立金＋繰越金

（単位：百万円）◆自己資本の構成（平成26年度）

自己資本比率規制の一部を弾力化する特例について（平成24年度まで）
　平成20年金融庁告示第79号において、「信用金庫がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための
基準の特例」として、自己資本比率の算出にあたり「その他有価証券の評価差損」を基本的項目より控除しないことになっています。なお、平成24年度は
「その他有価証券の評価損益」が評価益のため、規制の一部弾力化による措置はおこなっていません。

　自己資本比率は、金融機関の健全性や安全性を示す重要な経営指標の一つです。
　平成26年度の自己資本比率は10.17％となり、国内業務をおこなう金融機関に求められている4％以上の
規制比率を大きく上回る水準となっています。
　また、自己資本比率計算の分子となる自己資本額は、前年度比2,043百万円増加の35,317百万円となり
ました。

※表およびグラフの数値は、単位未満を切り捨てて表示しているため、合計、差額等と一致しない場合があります。

自己資本比率は、国内基準を大きく上回っています

　金融機関の本業の収益を示す業務純益は、市場金利の低下による有価証券利息配当金の減少および国債等債
券売却益の減少により、前年度比354百万円減益の2,378百万円となりました。また、業務純益から一般貸倒引当
金繰入額と国債等債券運用損益を除いたコア業務純益は、前年度比159百万円減益の2,325百万円となりました。
　経常利益は、引続き信用コストの削減に積極的に努めましたが、前年度比84百万円減益の2,354百万円と
なりました。
　当期純利益は、経常利益から法人税等及び法人税等調整額183百万円を減算した結果、前年度比69百万円
増益の2,168百万円となりました。

損益の状況

平成24年度 平成25年度 平成26年度

（単位：百万円）

国債

地方債

外国証券

その他の証券

社債

株式

◆有価証券残高

　お客さまからお預りした大切な資金は、貸出金として地域のみなさまにご融資する以外、有価証券でも
安全性を重視し国債や地方債等を中心に運用しています。平成27年3月末の有価証券残高は、国債の
償還・売却により減少、長期金利低下により再運用を控え預け金へ振り替えた結果、前年度比3,996百万円
減少の180,702百万円となりました。

有価証券は、安全性を重視して運用しています
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◆金融再生法上の不良債権と保全状況

担保・保証
193億円

貸倒引当金
  21億円

内部留保
304億円

不良債権額

不良債権比率

平成26年度

保全状況519億円

平成26年度

251億円

6.84%

  234億円

6.20%

平成25年度

255億円

7.12%

平成24年度

　リスク管理債権の対象債権は貸出金のみで、「破綻先債権」「延滞債権」「3ヵ月以上延滞債権」「貸出条件
緩和債権」からなります。回収には相当のリスク管理が必要なものもありますが、回収に懸念のない債権も
多く含まれています。
　平成26年度のリスク管理債権額は、前年度比1,668百万円減少し、23,470百万円となりました。
　あおしんでは「金融検査マニュアル」に基づき、厳格な自己査定を実施しています。担保・保証については、
不動産の担保価格は路線価の70%で評価、保証は信用保証協会等の優良保証などで、保証人等の人的
保証は含んでいません。
　リスク管理債権23,470百万円に対して、確実に回収が見込まれる担保・保証額19,388百万円と貸倒
引当金2,180百万円があり、91.89%が保全されています。また、これらの他にも特別積立金等の内部
留保もあり、将来への備えは万全を期しています。

1. 「破綻先債権」とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は
弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（未収利息不計上貸出金）のうち、次のいずれかに該当する
債務者に対する貸出金です。
①更生手続開始の申立てがあった債務者
②再生手続開始の申立てがあった債務者
③破産手続開始の申立てがあった債務者
④特別清算開始の申立てがあった債務者
⑤手形交換所等による取引停止処分を受けた債務者

2. 「延滞債権」とは、未収利息不計上貸出金のうち次の2つを除いた貸出金です。
①上記「破綻先債権」に該当する貸出金
②債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金

3. 「3ヵ月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上遅延している貸出金で、破綻先債権及び
延滞債権に該当しない貸出金です。

4. 「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済
猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めをおこなった貸出金で、破綻先債権、延滞債権及び3ヵ月以上延滞債権に
該当しない貸出金です。

5. なお、これらの開示額は、担保処分による回収見込額、保証による回収が可能と認められる額や既に引当てている個別貸倒
引当金を控除する前の金額であり、全てが損失となるものではありません。

6. 「担保・保証額」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額
です。

7. 「貸倒引当金」については、リスク管理債権区分の各項目の貸出金に対して引当てた金額を記載しており、貸借対照表の残高より
少なくなっています。

8. 保全率はリスク管理債権ごとの残高に対し、担保・保証、貸倒引当金を設定している割合です。

　金融再生法の対象債権はリスク管理債権と一部異なり、貸出金のほか、債務保証見返、外国為替、未収利
息等の資産を含みます。
　平成26年度の金融再生法上の不良債権額は前年度比1,663百万円減少し、23,478百万円になりまし
た。また、不良債権比率は前年度より0.64ポイント低下し、6.20%となりました。
　不良債権合計額23,478百万円に対し、確実に回収が見込まれる担保・保証額と貸倒引当金の合計額
21,576百万円があり、91.90%が保全されています。この他にも特別積立金等の内部留保があり、盤石な
態勢をとっています。

1. 「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている
債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。

2. 「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の
受取りができない可能性の高い債権です。

3. 「要管理債権」とは、「3ヵ月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金をいいます。
4. 「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、

「要管理債権」以外の債権をいいます。
5. 「金融再生法上の不良債権」における「貸倒引当金」には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しています。

※表およびグラフの数値は、単位未満を切り捨てて表示しているため、合計、差額等と一致しない場合があります。

区　　分 残高（A） 担保・保証額（B） 貸倒引当金（C） 保全率（B＋C）／A

平成25年度

平成26年度

平成25年度

平成26年度

平成25年度

平成26年度

平成25年度

平成26年度

平成25年度

平成26年度

369

22,789

─

1,979

25,138

385

20,968

─

2,116

23,470

330

19,225

─

1,168

20,724

316

17,826

─

1,245

19,388

38

2,277

─

145

2,462

69

1,951

─

159

2,180

100.00

94.35

─

66.38

92.23

100.00

94.32

─

66.37

91.89

破 綻 先 債 権

延 滞 債 権

3ヵ月以上延滞債権

貸出条件緩和債権

合　　計

（単位：百万円・%）

区　　分 開示残高
（a）

保全額
（b）

担保保証等による
回収見込額
（c）

貸倒引当金
（d）

保全率
（b）／（a）

引当率
（d）／（a-c）

平成25年度

平成26年度

平成25年度

平成26年度

平成25年度

平成26年度

平成25年度

平成26年度

平成25年度

平成26年度

平成25年度

平成26年度

23,478

4,165

17,196

2,116

354,676

378,155

21,576

4,165

16,006

1,404

19,396

3,600

14,550

1,245

2,180

565

1,455

159

91.90

100.00

93.07

66.37

53.41

100.00

55.02

18.29

25,141

4,073

19,088

1,979

342,389

367,531

23,190

4,073

17,802

1,313

20,727

3,590

15,969

1,168

2,462

483

1,832

145

92.23

100.00

93.26

66.38

55.78

100.00

58.76

17.97

金融再生法上の
不 良 債 権

破産更生債権
及びこれらに
準 ず る 債 権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

正 常 債 権

合　　計

（単位：百万円・%）

信用金庫法で定められているリスク管理債権と保全状況 金融再生法で定められている開示債権と保全状況
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◆金融再生法上の不良債権と保全状況

担保・保証
193億円

貸倒引当金
  21億円

内部留保
304億円

不良債権額

不良債権比率

平成26年度

保全状況519億円

平成26年度

251億円

6.84%

  234億円

6.20%

251億円   234億円

平成25年度

255億円

7.12%

平成24年度

　リスク管理債権の対象債権は貸出金のみで、「破綻先債権」「延滞債権」「3ヵ月以上延滞債権」「貸出条件
緩和債権」からなります。回収には相当のリスク管理が必要なものもありますが、回収に懸念のない債権も
多く含まれています。
　平成26年度のリスク管理債権額は、前年度比1,668百万円減少し、23,470百万円となりました。
　あおしんでは「金融検査マニュアル」に基づき、厳格な自己査定を実施しています。担保・保証については、
不動産の担保価格は路線価の70%で評価、保証は信用保証協会等の優良保証などで、保証人等の人的
保証は含んでいません。
　リスク管理債権23,470百万円に対して、確実に回収が見込まれる担保・保証額19,388百万円と貸倒
引当金2,180百万円があり、91.89%が保全されています。また、これらの他にも特別積立金等の内部
留保もあり、将来への備えは万全を期しています。

1. 「破綻先債権」とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は
弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（未収利息不計上貸出金）のうち、次のいずれかに該当する
債務者に対する貸出金です。
①更生手続開始の申立てがあった債務者
②再生手続開始の申立てがあった債務者
③破産手続開始の申立てがあった債務者
④特別清算開始の申立てがあった債務者
⑤手形交換所等による取引停止処分を受けた債務者

2. 「延滞債権」とは、未収利息不計上貸出金のうち次の2つを除いた貸出金です。
①上記「破綻先債権」に該当する貸出金
②債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金

3. 「3ヵ月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上遅延している貸出金で、破綻先債権及び
延滞債権に該当しない貸出金です。

4. 「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済
猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めをおこなった貸出金で、破綻先債権、延滞債権及び3ヵ月以上延滞債権に
該当しない貸出金です。

5. なお、これらの開示額は、担保処分による回収見込額、保証による回収が可能と認められる額や既に引当てている個別貸倒
引当金を控除する前の金額であり、全てが損失となるものではありません。

6. 「担保・保証額」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額
です。

7. 「貸倒引当金」については、リスク管理債権区分の各項目の貸出金に対して引当てた金額を記載しており、貸借対照表の残高より
少なくなっています。

8. 保全率はリスク管理債権ごとの残高に対し、担保・保証、貸倒引当金を設定している割合です。

　金融再生法の対象債権はリスク管理債権と一部異なり、貸出金のほか、債務保証見返、外国為替、未収利
息等の資産を含みます。
　平成26年度の金融再生法上の不良債権額は前年度比1,663百万円減少し、23,478百万円になりまし
た。また、不良債権比率は前年度より0.64ポイント低下し、6.20%となりました。
　不良債権合計額23,478百万円に対し、確実に回収が見込まれる担保・保証額と貸倒引当金の合計額
21,576百万円があり、91.90%が保全されています。この他にも特別積立金等の内部留保があり、盤石な
態勢をとっています。

1. 「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている
債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。

2. 「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の
受取りができない可能性の高い債権です。

3. 「要管理債権」とは、「3ヵ月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金をいいます。
4. 「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、

「要管理債権」以外の債権をいいます。
5. 「金融再生法上の不良債権」における「貸倒引当金」には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しています。

※表およびグラフの数値は、単位未満を切り捨てて表示しているため、合計、差額等と一致しない場合があります。

区　　分 残高（A） 担保・保証額（B） 貸倒引当金（C） 保全率（B＋C）／A

平成25年度

平成26年度

平成25年度

平成26年度

平成25年度

平成26年度

平成25年度

平成26年度

平成25年度

平成26年度

369

22,789

─

1,979

25,138

385

20,968

─

2,116

23,470

330

19,225

─

1,168

20,724

316

17,826

─

1,245

19,388

38

2,277

─

145

2,462

69

1,951

─

159

2,180

100.00

94.35

─

66.38

92.23

100.00

94.32

─

66.37

91.89

破 綻 先 債 権

延 滞 債 権

3ヵ月以上延滞債権

貸出条件緩和債権

合　　計

（単位：百万円・%）

区　　分 開示残高
（a）

保全額
（b）

担保保証等による
回収見込額
（c）

貸倒引当金
（d）

保全率
（b）／（a）

引当率
（d）／（a-c）

平成25年度

平成26年度

平成25年度

平成26年度

平成25年度

平成26年度

平成25年度

平成26年度

平成25年度

平成26年度

平成25年度

平成26年度

23,478

4,165

17,196

2,116

354,676

378,155

21,576

4,165

16,006

1,404

19,396

3,600

14,550

1,245

2,180

565

1,455

159

91.90

100.00

93.07

66.37

53.41

100.00

55.02

18.29

25,141

4,073

19,088

1,979

342,389

367,531

23,190

4,073

17,802

1,313

20,727

3,590

15,969

1,168

2,462

483

1,832

145

92.23

100.00

93.26

66.38

55.78

100.00

58.76

17.97

金融再生法上の
不 良 債 権

破産更生債権
及びこれらに
準 ず る 債 権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

正 常 債 権

合　　計

（単位：百万円・%）

信用金庫法で定められているリスク管理債権と保全状況 金融再生法で定められている開示債権と保全状況
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